大阪府医療施設耐震化促進事業費補助金
（趣旨）
第１条  府は、各医療機関における耐震診断に要する経費を補助することにより、耐震診断の実施を促進し、設置者に対する医療施設の耐震化への意識を高めることにより、安全性の向上と震災時における医療体制の確保を図ることを目的とし、予算の定めるところにより、大阪府医療施設耐震化促進事業費補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その交付については、大阪府補助金交付規則（昭和４５年大阪府規則第８５号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要領の定めるところによる。

（補助事業等）
第２条  補助金の交付の対象となる事業は府内の病院（医療法（昭和23年法律第205号）第１条の５第１項に定める病院をいう。以下同じ。）が行う耐震診断のうち、次に掲げる要件をすべて満たす事業（以下「補助事業」という。）とし、基準額及び補助率は別表のとおりとする。
　（１）下記アからウまでのいずれかに基づき耐震診断を行うものとする。
ア　「建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針（平成１８年国土交通省告示第１８４号）
イ　財団法人日本建築防災協会刊行の「既存壁式プレキャスト鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断指針」
ウ　その他、知事が適当と認める方法
　（２）患者が利用する建物を含む病院敷地内の建物を対象に行うものとする。
　（３）コンクリート強度調査を行うものとする。

　（４）原則、昭和56年５月31日以前に建築基準法（昭和25年法律第201号）第６条第１項の規定による確認を受けて建築された病院を対象に行うものとする。
（補助対象者）

第３条　補助金の交付の対象となる者は、府内の病院のうち、救急病院等を定める省令（昭和39年厚生省令第８号）に基づき、大阪府知事が指定する救急告示医療機関の開設者とする。
（補助対象経費）

第４条  補助金の対象となる経費は、耐震診断に要する経費とする。ただし、次に掲げる費用については、補助対象外とする。
  （１）補強設計に係る費用
  （２）改修工事、工事監理に係る費用
  （３）広告費
  （４）附帯事務費
  （５）その他の耐震診断費として適当と認められない費用
（補助金交付額の算定方法）

第５条　補助金の交付額は、次により算出された額の範囲内とする。ただし、算出された額に千円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。
（１）別表第１欄に定める対象経費の実支出額と第２欄に定める基準額とを比較して少ない方ない方の額を選定する。
（２）前号により選定された額と総事業費から寄附金その他の収入額を控除した額を比較して少ない方の額に第３欄に定める補助率を乗じて得た額を交付額とする。
（補助金の交付の申請）
第６条  規則第４条第１項の規定による申請は、大阪府医療施設耐震化促進事業費補金（様式第１号）により、知事が定める期日までに提出しなければならない。
２　前項の交付申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。
　　（１）事業計画書（様式第１号の２）

（２）誓約書（様式第１号の３）
（３）要件確認申立書（様式第１号の４）
（４）暴力団等審査情報（様式第１号の５）
（５）口座振替依頼書
（６）第２条に規定する経費に係る見積書等の写し
（７）その他知事が必要と認める書類
（補助金の交付の決定及び通知）

第７条  知事は、補助金の交付の申請があったときは、規則第５条の規定により補助金の交付の決定をするものとする。

２　知事は、補助金の交付の決定をしたときは、補助金の交付の申請をした者に交付決定通知書により通知するものとする。

（補助の条件）

第８条　規則第６条第２項の規定により、付する条件は次のとおりとする。

（１）補助事業に要する経費として、交付を受けた補助金をその交付の目的に反して使用してはならない。
（２）補助事業者に対し、補助事業に関し、必要な検査をすることがある。
２　規則第６条第１項第１号の規定による知事の定める軽微な変更は、補助対象経費の20％以内の減額を伴う配分の変更とする。

３　規則第６条第１項第２号の規定による知事の定める軽微な変更は、補助対象経費の20％以内の減額を伴う事業内容の変更とする。

４　規則第６条第１項第１号又は第２号の規定による知事の承認を受けようとする場合は、経費配分（内容）変更承認申請書（様式第２号）に関連書類を添付して、知事に提出しなければならない。

５　規則第６条第１項第３号の規定による知事の承認を受けようとする場合は、中止（廃止）承認申請書（様式第３号）を知事に提出しなければならない。
（補助申請の取下げ）

第９条　補助金の交付の申請の取下げをすることができる期間は、第７条第２項の通知を受けた日から起算して10日以内とする。

２　前項の規定による取下げがあったときは、当該申請に係る補助金の交付の決定はなかったものとみなす。

（実績報告）

第10条　規則第12条の規定による報告は、実績報告書（様式第４号）により、補助事業の完了した日（補助事業の中止又は廃止の承認を受けた場合は、当該承認を受けた日）の翌日から起算して30日以内又は補助事業の完了した日の属する年度の翌年度の４月10日のいずれか早い日までに行わなければならない。

２　前項の実績報告書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。

　（１）耐震診断報告書
　（２）補助対象経費の実績額が確認できる契約関係書類
　（３）その他知事が必要と認める書類
３　前２項に際し、実績報告書の提出日までに、広域災害医療情報システム（EMIS）の基本情報及び施設情報欄に必要な情報を入力すること。

（改善策の検討）
第１１条　補助事業完了後に、耐震強度不足と診断された場合は、耐震診断報告書を受けてから６か月以内に対応計画書（任意様式）を提出すること。
２　前項の対応計画書の作成に加え、耐震診断報告書を踏まえた自然災害時の対応を記載した事業継続計画書（任意様式）を策定することが望ましい。

（補助金の額の確定及び通知）

第11条　知事は、前条の実績報告書の提出を受けた場合は、当該報告書等を審査し、及び必要に応じて調査等を行い、その報告に係る補助金の交付の成果が、補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、規則第13条の規定により補助金の額を確定し、補助事業者へ通知するものとする。

（補助金の交付）

第12条　知事は、前条の規定による補助金の額の確定後、当該補助金を交付する。

（検査等）

第13条　知事は、補助事業の適正な執行を図るため、必要があると認めるときは、補助事業者に対して遂行状況の報告を求め、または帳簿書類等を検査することができる。

（交付決定の取消し等）

第14条　知事は、次に掲げる事由に該当すると認める場合には、補助金の交付の決定の全部若しくは一部を取り消すことができる。

（１）補助事業者が、法令、規則、本要領、補助金の交付決定の内容、これに付した条件に違反した場合

（２）補助事業者が、補助金に関して不正、怠慢、虚偽その他不適当な行為を行った場　　　　　　合

（３）交付の決定後生じた事情の変更等により、補助金の全部又は一部が必要でなくなった場合

２　前項の規定は、交付すべき補助金の額の確定があった後においても適用があるものとする。

３　知事は、第１項の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合において、補助事業の当該取消しに係る部分に関し、既に補助対象事業者に補助金が交付されているときは、期限を定めてその返還を命ずるものとする。

４　前項の規定により補助金の返還を命じられた補助対象事業者は、規則第17条の規定により加算金及び延滞金を府に納付しなければならない。

５　知事は、補助金の交付の決定の取消しを決定したときは、速やかにその決定の内容及びこれに付した条件を補助対象事業者に通知するものとする。

　

（書類の保存）

第15条　補助事業者は、事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該帳簿及び証拠書類を事業完了後10年間保管しておかなければならない。

（補助事業に係る措置）

第16条　知事は、本事業を効果的に運営するため、補助事業者において実施する事業又は実施した事業について情報の提供を求めるとともに、効果検証のための実績調査等、必要な措置を講じるものとする。

附　則

この要領は令和７年９月１日から施行する。
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